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1.15年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成15年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期       31,727     3.8         898    27.1         882    29.3
14年 9月中間期       30,553     1.4         706    △7.7         682   △10.4

15年 3月期       62,471－        1,699－        1,566－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

15年 9月中間期          321－           4.29－
14年 9月中間期         △319 －          △4.14 －

15年 3月期          445－           5.70－

(注 )1.持分法投資損益 15年 9月中間期 14百万円 14年 9月中間期           14百万円
15年 3月期           23百万円

2.期中平均株式数(連結) 15年 9月中間期     74,978,770株 14年 9月中間期     77,209,032株
15年 3月期     76,848,086株

3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

15年 9月中間期       73,024      36,291     49.7         494.34
14年 9月中間期       72,957      36,481     50.0         473.85

15年 3月期       72,483      36,570     50.5         483.07
(注 )期末発行済株式数(連結) 15年 9月中間期     73,412,520株 14年 9月中間期     76,990,885株

15年 3月期     75,704,703株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期          125        △337          273       6,136
14年 9月中間期        3,208        △794       △1,077        5,757

15年 3月期        5,723      △2,243       △1,816        6,084

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社   15 －     2

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－     1 － －

2.16年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       66,000       2,100       1,250

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          17円03銭

※ 上 記 の 予 想 は 、 作 成 時 点 に お い て 当 社 が 合 理 的 で あ る と 判 断 す る 一 定 の 前 提 に 基 づ い て お り 、 実 際
の 業 績 は 様 々 な 要 素 に よ り こ れ ら の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 の 前 提 と な る 仮 定 等 に
つ き ま し て は 中 間 決 算 短 信(連 結)の ７ ペ ー ジ を 参 照 し て 下 さ い 。
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《添付資料》 

 

１ ． 企 業 集 団 等 の 状 況  

 

 

当企業集団は平成15年９月末現在、タキロン株式会社（当社）および子会社１６社、関連会社４社により構成されて

おり、主な事業は、塩化ビニル等の各種樹脂製品及びこれらの樹脂と鉄線等の複合製品の製造・加工及び販売並びにこ

れらの製品を使用した各種の装置及びその工事であります。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係わる位置づけは次のとおりであります。なお、事業の種類別セグメント

と同一の区分であります。 

 

部         門 主  要  製  品 主   要   な   会   社   名 

（製造・加工会社） 

当社、上海他喜龍塑料有限公司 

（販売会社 ） 

採光建材製品、外装建材、管工機

材、住器製品、エクステリア製

品、内装建材他 

 

 

当社、タキロンホームテック㈱、松山鋼板㈱、上海他

喜龍塑料有限公司、福岡建材販売㈱ 他 

（製造・加工会社） 

当社 

（販売会社 ） 

 

 

 

 

住 設 建 材 関 連 

床材 

タキロンマテックス㈱ 

（製造・加工会社） 

当社、三和サインワークス㈱、ダイライト㈱ 他 

 

（販売会社 ） 

硬質塩ビプレート、ポリカーボネ

ートプレート、ＡＢＳプレート、

アクリルプレート、プラスチック

看板及び屋外広告物等、クイック

サイン表示器、ポリエチレンタン

ク他 

当社、三和サインワークス㈱、ダイライト㈱、富士プ

ラスチック㈱、ロンテック㈱ 他 

（製造・加工会社） 

当社、北海産資㈱、タキロングッズ㈱、PT.TAKIRON 

INDONESIA、スペーシア㈱ 他 

 

 

 

 

産 業 資 材 関 連 

カラー鉄線、カラー鋼管、トリカ

ルネット、トリカルパイプ、コル

ゲート管、ダブル管他 

（販売会社 ） 

  当社、スペーシア㈱ 他 

当社  
メ デ ィ カ ル 関 連 

フィクソーブ(骨片接合材) 

ゲルロード(導電性粘着材)  

当社、タキロンエンジニアリング㈱ 下水道施設、上水道施設、排水処

理装置他  

 

工 事 関 連 そ の 他 

グループ製品の運送及び保管等他 タキロンサービス㈱、千歳タキロン物流㈱ 

 

以上に述べた企業集団等の概要図は、次頁のとおりであります。 
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(注)１．（連）は連結子会社を、（持関）は持分法適用関連会社を、（関）は関連会社をそれぞれ示しており、表示の

ない会社は、その他の関系会社を示しております。 

製品の製造･加工 

産業資材関連 

(連) 北海産資 ㈱ 

(連) タキロングッズ㈱ 

(連) PT.TAKIRON INDONESIA 

物流業務他 

工事関連その他 

(連) タキロンサービス㈱ 

(連) 千歳タキロン物流㈱ 

建築工事の設計、施工および販売 

工事関連その他 

(連) タキロンエンジニアリング㈱ 

製品の販売 

住設建材関連 

(連) タキロンマテックス㈱ 

(連) 松山鋼板㈱ 

(連) タキロンホームテック㈱ 

(持関) 福岡建材販売㈱ 

 

産業資材関連 

(連) 富士プラスチック㈱ 

(連) ロンテック㈱ 

 (関) コスモ商事㈱ 

(持関) スペーシア㈱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

当                                          
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社 

得 意 先

製品の製造および販売 

住設建材関連 

(連)上海他喜龍塑料有限公司 

産業資材関連 

(連) タキロン・ ローランド㈱  

(連) ダイライト㈱  

 

製品の製造および販売 

産業資材関連 

(連) 三和サインワークス㈱

原材料および商品の供給 

伊藤忠商事㈱ 
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２ ． 経  営  方  針  

 

(１) 会社の経営の基本方針 

当社は、「企業の永続的な発展成長のために、地球環境保護をこころがけながら、お客様に満足していただける品

質と価格を提供すること、そして、その結果、正当な利潤を得て、公正な配分につとめることにより、株主並びに社

会に貢献する」ことを経営の基本方針としています。 

また、平成１１年に策定した「中期経営計画」におきましては、「プラスチック素材とその加工技術に裏打ちされ
た世界で最も優れた商品の提供と、環境の調和を採り入れた商品設計、人に優しいハード・ソフトの提案」をキーワ
ードにし、株主、顧客、従業員、社会および地球環境保護への貢献を念頭において活動することを宣言しています。 
 

(２) 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、株主に対する配当額の決定は重要政策のひとつと認識しており、安定配当を基本方針とし、業績の推移、

将来の事業展開を考慮しながら、収益に対応して配当を実施する考えであります。 

また従業員に対する利益配分の一環としてストックオプションも採用しております。 

さらに、自己株式取得(本年６月の株主総会で承認：取得枠５００万株)の実施により、資本効率を改善させ、長期的な株

主利益の増進を図るよう努力する所存であります。 

内部留保金につきましては、新製品の開発、技術革新に対応する生産設備等長期的な観点に立って成長事業分野への投資

等に活用し、企業体質と企業競争力のさらなる強化に取り組んでまいります。 
 

(３) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、より広範な投資家、とりわけ個人投資家の方々の参加を容易にする施策の重要性を認識しております。し

かしながら、現在、当社株式の流動性については十分に確保されていることなどから、今後の市場の要請等を勘案し、

その費用及び効果を検討しつつ慎重に対処したいと考えております。 

 

(４) 中長期的な会社の経営戦略 

本年度を初年度とする「中期３ヶ年経営計画」におきまして、「利益重視型の会社への構造転換」を目標に一層の

高付加価値事業への集中を進めてまいります。 

その一環として、本年度に産業資材事業の一部であるハイプロップ事業からの撤退をいたします。 

なお計数目標として、下記目標を掲げております。 

 

     新３ヶ年計画最終年度（平成１８年３月期）の目標とする連結経営指標 

・経常利益  ５０億円（単体４０億円） ・売上高  ７３０億円（単体５６０億円）  

・ＲＯＥ       ６％ ・ＲＯＡ ４％ 
 
また、当社の３ヶ年計画につきましては上記のとおりですが、そこからさらに低コスト体質への転換を目指し、総
コストの２０億円低減を目標にＴＣＲ２０運動を全社展開し、推進しております。 

(５) 会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

平成１２年度から取締役・上級管理職を対象に実施しておりますストックオプション制度につきまして、本年度は
その対象を全管理職および関連会社役員にまで広げました。 
顧客ニーズを重視した商品開発体制推進のために開発営業部を新設し、先進技術を用いた商品の開発をすすめるた
めに先端商品開発室を新設しました。 
また、環境資材事業の再編成のため、１０月１日付けで子会社のタキロングッズ㈱に合成樹脂被覆鉄線及び合成樹

脂被覆鋼管事業を営業譲渡し、同時に同社をタキロンプロテック㈱に社名変更しました。 
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 (６) 会社の対処すべき課題 

前年度に経営権を取得しました上海他喜龍塑料有限公司及び新設しましたＰＴ．ＴＡＫＩＲＯＮ ＩＮＤＯＮＥＳ
ＩＡの両海外拠点を足がかりに、当社製品の海外展開を進めてまいります。 

 
（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社コーポレート・ガバナンスの枠組みとしては、 

1)取締役の少数化と執行役員への権限委譲による迅速な意思決定 

2)監査役による監査と内部監査体制の連携による監査体制の強化 

3)コンプライアンス体制の構築 

であります。 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制

の状況 

①委員会など設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

監査役制を採用しています。 

②社外取締役・社外監査役の選任の状況 

社外取締役は取締役７名中０名。社外監査役は監査役４名のうち２名です。 

③社外役員の専従スタッフの配置状況 

専従スタッフは配置していません。 

④弁護士・会計監査人等のその他第三者の状況 

弁護士については顧問弁護士を置き適法性に関するアドバイスをいただき、公認会計士に関しては会計

面における監査を実施いただいており、当社の経営を第三者の立場から監視いただいております。 

⑤業務執行・監視・内部統制の仕組みに関しては次のとおりです。 

    株主総会      

 選任     選任   

    取締役会      

監査役会      監督・監査  

監督・監査     代表取締役  

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ推進室        

  監督・選任・解任  指 揮 ・ 監

督 

 

     執行役員    

2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

現在２名の社外監査役がおりますが、資本的関係、取引関係その他の利害関係はありません。 

3)会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 
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当社は、平成 12 年 4 月に執行役員制度を導入し、取締役会を取締役7 人体制に少数化することで、経営

の意思決定迅速化を図るとともに、業務執行と経営の意思決定の機能分担を行い、責任の明確化を図りま

した。 

また、会社でのコンプライアンス担当者を明確にするため、平成 14 年 12 月に、コンプライアンス推進

室を設置しました。コンプライアンス推進室の統括のもと、実務的な活動を強化する体制を構築し、これ

により、コンプライアンスを重視する風土を作り上げております。その一環として、平成 15 年 10 月には、

タキロン倫理綱領を制定し、コンプライアンス委員会を設置しました。 
 

(８) 関連当事者（親会社）との関係に関する基本方針 

 伊藤忠商事株式会社は当社の筆頭株主（持株比率 25.0％）であり、一部の原材料仕入れ・製品販売において取引

きをしております。 

当社の企業価値を最大化することにより、伊藤忠グループ発展に貢献していく方針です。 
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３ ． 経  営  成  績  

 

(１) 当中間期の概況 
当上半期の日本経済は、輸出の下支え、民間設備投資の下げ止まり、株価の回復基調がみられたものの、公共
投資は総じて低調に推移し、個人消費の低迷、さらには雇用情勢が依然として厳しい状況にあり、全体として横
ばい圏内の動きで推移しました。 
合成樹脂加工業界におきましても、ＩＴ関連素材の需要の拡大はありましたが、製品価格の下落傾向が続く中で、原材料
価格の高止まりにより事業環境の好転には至っておりません。 

このような中にあって当社は、新たに当期を初年度とする新3ヵ年経営計画を策定し目標達成に向け全力を傾注してまいり
ました。 
  その結果、当中間期の業績につきましては、売上高３１７億２千７百万円（対前年同期比３．８％増）、経常利益８億８
千２百万円（対前年同期比２９．３％増）、中間利益３億２千１百万円（前年同期は、３億１千９百万円の損失）となりま
した。 

 

（２）事業セグメント別状況  

セグメント別の事業の状況は、次のとおりであります。なお、当中間期より営業費用の配賦方法を変更しており、営業利

益(損失)の前年同期比較は、前年同期の営業利益(損失)を変更後の方法で計算した金額と比較した数値を表示しております。 

住設建材関連部門 

 採光材は、住宅着工件数減少の影響を受け、前年同期を若干下回る売上になりました。 

  住宅資材は、住宅着工の減少にかかわらず、好調に推移しました。 

  管工機材は、需要低迷と価格下落があいまって、前年同期を若干下回る売上になりました。 

  床材は、好調なマンション需要を背景に、堅調に推移しました。 

  その結果、部門の業績は、売上高１５１億６千２百万円（対前年同期比１１．６％増）、営業利益１０億３千８百万円

（対前年同期比１７．０％減）となりました。 
 
産業資材関連部門 

 プレートは、半導体関連の需要は未回復ながら、好調な液晶関連向けの制電プレート、イーワンプレートが大きく伸び、

また新規商材を積極的に上市しました。輸出も韓国、台湾の他、欧州向けも順調に推移しました。 

 環境資材は、公共事業の削減が続き、土木資材は苦戦しましたが、新商品の盛土補強材セルフォースは好調に推移しまし

た。また、農業、園芸、生活資材は、いずれも前年を下回る売上となりました。 

 電材は、電子部品販売が苦戦を強いられ、全体として前年同期を下回る売上となりました。 

その結果、部門の業績は、売上高１５６億２千４百万円（対前年同期比１．９％減）、営業損失１億８千８百万円（対前

年同期比３７６百万円の利益増）となりました。 
 
メディカル関連部門 

生体内分解吸収性骨片接合材(フィクソーブ)は、整形分野での次世代製品への移行前の在庫調整により、前年同期を下回

る売上となりましたが、頭蓋顎顔面分野は、大幅に伸長しました。 

その結果、部門の業績は、導電性粘着材の売上は減少したものの、売上高５億７千７百万円（対前年同期比９．２％増）、

営業利益１億７百万円（対前年同期比２５．６％増）となりました。なお、骨伝導性と生体内吸収性を合わせ持つ骨接合材

(スーパーフィクソーブ)の薬事承認を８月末に取得できましたので、本年11月の販売開始を予定しております。 
 
工事関連その他部門 

 上下水道装置部門は、公共事業関連を中心に、浄水場向け覆蓋他等の大型物件の発注遅れにより前年同期を大幅に下回る

売上となりました。管更生工法(老朽下水道管渠の更生)は国庫補助事業化による発注量が順調に伸び前年同期を上回る売上

となりました。 

  その結果、部門の業績は、売上高３億６千３百万円（対前年同期比２７．７％減）、営業損失５千８百万円（対前年同期

比６百万円の利益増）となりました。 
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(３)通期の業績見通し 
  今後の見通しにつきましては、米国景気回復など輸出環境の改善の兆しや株価が好転する中、円高傾向の懸念材料もみら

れ、国内景気の先行きにはなお不透明感が継続し、引き続き予断を許さない経営環境が続くものと思われます。 

当社グループといたしましては、強みの発揮できる事業の絞込みと利益を生むコアビジネスの選択を行い経営資源の集中を

具体的に加速させ、魅力ある商品をつくる開発力の強化、コスト管理の徹底等諸施策を実行し、強い収益構造への体質づくり

に向け全力を尽くす所存であります。 

なお、業績見通しにつきましては、平成15年10月23日に発表しました数値と変更はありません。 

                                                  (単位：百万円) 

 連結予想 個別予想                                                           

売上高 66,000 49,500 

営業利益 2,100 1,600 

経常利益 2,100 1,600 

当期純利益 1,250 930 

 (注)上記見通しには、主要市場における製品の需給動向、原材料の市況などに不透明な部分があり、実際の業績は見通しと

異なる場合がありえることをご承知おき願いします。 

 

(４)財政状態 

当中間末の現金及び現金同等物は、前期末から５千１百万円増加し、６１億３千６百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュフロー 

税金等調整前当期純利益及び減価償却費で２２億２千１百万円の資金の増加があったものの、親会社の割引手形による資

金調達を廃止したことなどにより、１億２千５百万円の資金の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュフロー 

有形固定資産及び無形固定資産の取得で１１億７千１百万円の資金の減少があったものの、株式の持合い解消等による投

資有価証券の売却による収入が８億１千万円あったために、３億３千７百万円の資金の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュフロー 

自己株式の取得による支出が６億７千７百万円、配当金の支払額が２億６千６百万円あったものの、親会社において１５

億円の長期借入を行ったために２億７千３百万円の資金の増加となりました。 

なお、キャッシュフロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 

 平成13年３月期 平成14年３月期 平成15年３月期 平成15年９月期 

自己資本比率(%) 48.7 50.6 50.5 49.7 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(%) 33.6 29.6 28.7 36.0 

債務償還年数(年) -1.0 1.1 0.7 40.1 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ -21.6 76.7 98.7 5.2 

(注)自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュフロー 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュフロー／利息支払額 

１．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しています。 

２．株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式総数により算出しています。 

３．キャッシュフローは営業キャッシュフローを使用しています。有利子負債は貸借対照表に計上されている借

入金の合計額を対象としています。 
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４ ． 中  間  連  結  財  務  諸  表  等  

 

（１）中間連結貸借対照表 

 (単位:百万円) 

期    別  当 中 間 期 前 中 間 期 前          期 

 (平成15年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成15年3月31日現在) 

  科    目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

（ 資  産  の  部 ）  ％  ％  ％ 

流  動  資  産 ４０，９０９ 56.0 ３８，６８２ 53.0 ３９，９５６ 55.1 

現  金 ・ 預  金 ６，１４２  ５，７６３  ６，０９０  

受 取 手 形 ・ 売 掛 金 ２４，０３６  ２１，９４０  ２２，８８１  

有  価  証  券 ２０  ２０  １２０  

た  な  卸  資  産 ８，０３９  ８，１３４  ８，２１２  

繰 延 税 金 資 産 ８７９  ８６７  ９４０  

そ の 他 の 流 動 資 産 ２，０４７  ２，０７２  ２，００７  

貸  倒  引  当  金 △ ２５６  △ １１６  △ ２９５  

固  定  資  産 ３２，１１５ 44.0 ３４，２７５ 47.0 ３２，６２７ 44.9 

有 形 固 定 資 産 ２２，８２２  31.2 ２３，４１４ ２３，２２４ 

建  物 ・構  築  物 ８，３９６  ８，７４７ 

 32.1 

 ８，５７２ 

32.1 

機 械 装 置 ・ 運 搬 具 ６，００４  ６，５２０  ６，０２９  

土        地 ６，８６６  ６，６２４  ６，８５８  

建  設  仮  勘  定 ２６１  １４７  ４３５  

その他の有形固定資産 １，２９３  １，３７４  １，３２７  

無 形 固 定 資 産 ６９８ ５５４ ５８８ 

その他の無形固定資産 ６９８ 

  1.0 

５５４ 

  0.8 

５８８ 

0.8 

投 資 等 ８，５９４ １０，３０５ ８，７１４ 

投 資 有 価 証 券 ２，４０３ 

  11.8 

３，０５８ 

  14.1 

２，２８９ 

12.0 

繰 延 税 金 資 産 ４，５１８  ５，６０２  ４，９４６  

その他の投資その他の資産 ２，０１１  １，９０９  １，８４４  

貸  倒  引  当  金 △  ３２０  △  ２４５  △ ３４６  

投 資 評 価 引 当 金 △    １９  △    １９  △   １９  

合           計 ７３，０２４ 100.0 ７２，９５７ 100.0 ７２，４８３ 100.0 
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当 中 間 期 前 中 間 期 前          期 

(平成15年9月30日現在) (平成14年9月30日現在) (平成15年3月31日現在) 

期    別  

   

 科    目 金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比 

（ 負  債 の 部 ）  ％  ％  ％ 

流  動  負  債 ２２，４１４ 30.7 ２１，７３０ 29.8 ２２，６８６ 31.3 

支 払 手 形 ・ 買 掛 金 １４，１９１  １３，６７８  １４，２１２  

短  期  借  入  金 ３，４５０  ３，６２２  ３，７０４  

未 払 消 費 税  等 ２８１  １８９  ２２５  

未 払 法 人 税 等 ２９５  １６０  ２９０  

未  払  費  用 １，５７５  １，５７７  １，６２７  

賞  与  引  当  金 ７３４  ７２２  ７３５  

設 備 支 払 手 形 ４８０  ４４１  ５１３  

そ の 他 の 流 動 負 債 １，４０５  １，３３７  １，３７７  

固 定 負 債  １３，３２３ 18.2  １３，８２５ 18.9  １２，１８６ 16.8 

長  期  借  入  金 １，５６７  ３１７  ８９  

退 職 給 付 引 当 金 １１，３８４  １３，０６４  １１，６２７  

役 員 退 職 引 当 金 ３３９  ４０２  ４３６  

そ の 他 の 固 定 負 債 ３２  ４０  ３３  

負  債  合  計 ３５，７３７ 48.9 ３５，５５６ 48.7 ３４，８７３ 48.1 

少 数 株 主 持 分 ９９５ 1.4 ９１９ 1.3 １，０３９ 1.4 

 （ 資  本 の 部 ）     

    資    本    金  １５，１８９ 20.8 １５，１８９ 20.8 １５，１８９ 21.0 

    資  本  剰  余  金  １４，６６１ 20.1 １４，６６１ 20.1 １４，６６１ 20.2 

    利  益  剰  余  金  ７，６３２ 10.4 ７，０７７ 9.7 ７，５７２ 10.4 

   その他有価証券評価差額金  ４２１  0.6 １３９  0.2 ６１ 0.1 

為 替 換 算 調 整 勘 定 △    ３３ △ 0.0 － － △    １２ △ 0.0 

    自   己   株   式  △  １，５７９ △ 2.2 △  ５８５ △ 0.8 △  ９０１ △ 1.2 

 資 本 合 計    ３６，２９１ 49.7 ３６，４８１ 50.0 ３６，５７０ 50.5 

 負債、少数株主持分および資本合計 ７３，０２４ 100.0 ７２，９５７ 100.0 ７２，４８３ 100.0 
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（２）中間連結損益及び利益剰余金結合計算書 

 (単位:百万円) 

期    別   当 中 間 期 前 中 間 期 前 期 

 (平成15年4月1日～15年9月30日) (平成14年4月1日～14年9月30日) (平成14年4月1日～15年3月31日) 

  科    目 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 

  ％  ％  ％ 

売 上 高 ３１，７２７ 100.0 ３０，５５３ 100.0 ６２，４７１ 100.0 

売 上 原 価 ２２，３２８ 70.4 ２１，５０８ 70.4 ４４，１２９ 70.6 

売 上 総 利 益 ９，３９８ 29.6 ９，０４５ 29.6 １８，３４２ 29.4 

販 売 費・一般管理費 ８，５００ 26.8 ８，３３８ 27.3 １６，６４３ 26.7 

営  業  利  益 ８９８ 2.8 ７０６ 2.3 １，６９９ 2.7 

営 業 外 収 益       ２００        ２０５        ３６５  

受 取 利 息 ･ 配 当 金 ３１  ２６  ５２  

持分法による投資利益 １４  １４  ２３  

雑    収    入 １５４  １６４  ２８９  

営 業 外 費 用 ２１５  ２２９        ４９８  

支 払 利 息 ３６  ３４  ６７  

雑    支    出 １７８  １９５  ４３０  

経  常   利  益 ８８２ 2.8 ６８２ 2.2 １，５６６ 2.5 

特 別 利 益 ２４２  ２１４  １，７６４  

特 別 損 失 ２２８  １，１９４  １，９４８  

税金等調整前当期利益(損失) ８９７ 2.8 △  ２９６ △1.0 １，３８１ 2.2 

法人税・住民税及び事業税 ３０５  １６４  ４１５  

法 人 税 等 調 整 額 ２４３  △  １６３  ４７９  

少数株主利益 ( 減算 ) ２６  ２２  ４１  

中間（当期）純利益 ３２１ 1.0 △  ３１９ △1.0 ４４５ 0.7 

利益剰余金期首残高 ７，５７２  ７，６８４  ７，６８４  

利益剰余金増加高 １１  －  －  

合 併 に よ る 増 加 高 １１  －  －  

利益剰余金減少高        ２７４         ２８７  ５５６  

配    当    金 ２６６  ２７１  ５４０  

役  員  賞  与 ７  １５  １５  

利益剰余金期末残高 ７，６３２  ７，０７７  ７，５７２  
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（３）連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                                                                            (単位:百万円) 
 期    別   当 中 間 期 前 中 間 期 前   期 
  (平成15年4月1日 (平成14年4月1日 (平成14年4月1日 
   科    目  ～ 15年9月30日)  ～ 14年9月30日)  ～ 15年3月31日) 
     
 Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純損益 ８９７ △２９６ １，３８１ 
減価償却費 １，３２４ １，３５６ ２，８２１ 
退職給付引当金の増減額 △２４３ △１，０５１ △２，４８８ 
有価証券売却損益 △２２２ △２ △２ 
有価証券評価損 ３０ １６３ ６２０ 
売上債権の増減額 △１１１ ２，４７２ １，７６４ 
たな卸資産の増減額 １７１ △２６５ △３３２ 
仕入債務の増減額 △９８ １，１４１ １，７０３ 
割引手形の増減額 △９６７ ３０２ ３６２ 
その他 △３５９ △７６３ △７２ 
小     計 ４２２ ３，０５７ ５，７５９ 

利息及び配当金の受取額 ２７ ２８ ４６ 
利息の支払額 △２４ △４０ △５８ 
法人税等の支払(還付)額 △３００ １６３ △２３ 
営業活動によるキャッシュ・フロー １２５ ３，２０８ ５，７２３ 

     
 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有価証券の取得による支出 － △１ △１ 
有価証券の売却による収入 － １０１ １０２ 
有形固定資産の取得による支出 △９８２ △７０７ △１，６５６ 
無形固定資産の取得による支出 △１８９ △１６３ △３４８ 
投資有価証券の取得による支出 △５ △７５ △１４６ 
投資有価証券の売却による収入 ８１０ ７０ ２２ 
貸付けによる支出 △３２ △４３ △１４１ 
貸付金の回収による収入 ４０ ５７ １０１ 
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △９９ △２１０ 
その他 ２１ ６４ ３４ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △３３７ △７９４ △２，２４３ 

     
 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短期借入金の純増減額 △２５３ △１４２ △２６０ 
長期借入れによる収入 １，５００ － － 
長期借入金の返済による支出 △２２ △４９８ △５２７ 
自己株式の取得による支出 △６７７ △１５８ △４７４ 
配当金の支払額 △２６６ △２７１ △５４０ 
その他 △６ △６ △１４ 
財務活動によるキャッシュ・フロー ２７３ △１，０７７ △１，８１６ 

     
 Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △８ － － 
 Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 ５１ １，３３５ １，６６３ 
 Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ６，０８４ ４，４２１ ４，４２１ 
 Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － － － 
 Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ６，１３６ ５，７５７ ６，０８４ 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

１． 有形固定資産の減価償却累計額 ６０，９８５百万円 ５７，６９６百万円 ６０，５２１百万円 

２． 受 取 手 形 割 引 高 ２百万円 ９０９百万円 ９６９百万円 

 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 １６百万円 ８６百万円 １８百万円 

３． 保 証 債 務 ６３２百万円 ７６６百万円 ６９２百万円 
 
(中間連結損益計算書関係)    

  ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

１． 販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額   

 運 搬 費 ・ 倉 庫 料 １，７８９百万円 １，８０９百万円 ３，４９２百万円 

 従 業 員 給 料 １，９２９百万円 １，８４９百万円 ５，８２７百万円 

 賞 与 引 当 金 繰 入 額 ３６９百万円 ２９８百万円 ３２９百万円 

 退 職 給 付 費 用 ３２１百万円 ３６８百万円 ７０２百万円 

 研 究 開 発 費 ４７１百万円 ４８２百万円 ９７９百万円 

２． 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  － 
  ４７１百万円 ４８２百万円 ９７９百万円 

３． 特別利益の主な内訳    

 投資有価証券売却益 ２３４百万円 － － 

 厚生年金基金代行部返上益 － － １，５８３百万円 

 債務保証損失引当金取崩益 － １７１百万円 １７１百万円 

４． 特別損失の主な内訳    

 特 別 退 職 金 １７百万円 ９９８百万円 １，０７３百万円 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３０百万円 １６３百万円 ６２０百万円 

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － － １７１百万円 

 固 定 資 産 処 分 損 ６３百万円 １８百万円 ８３百万円 
 製 品 整 理 損 ９２百万円 － － 
 
(連結キャッシュフロー計算書関係) 

 ( 当 中 間 期 ) ( 前 中 間 期 ) ( 前     期 ) 

 現 金 及 び 預 金 勘 定 ６，１４２百万円 ５，７６３百万円 ６，０９０百万円 

 有 価 証 券 勘 定 ２０百万円 ２０百万円 ２０百万円 

 計 ６，１６２百万円 ５，７８３百万円 ６，１１０百万円 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △６百万円 △６百万円 △６百万円 

 価格変動リスクのある株式等投資有価証券 △２０百万円 △２０百万円 △２０百万円 

 現 金 及 び 現 金 同 等 物 ６，１３６百万円 ５，７５７百万円 ６，０８４百万円 
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 (４）中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 １５社(主要会社名：タキロンマテックス㈱、三和サインワークス㈱、富士プラスチック㈱他) 

増加  なし  減少  ：小林商事㈱   

非連結子会社数  １社 

② 持分法の適用に関する事項 

持分法適用非連結子会社数 なし 

持分法適用関連会社数 ２社：スペーシア㈱、福岡建材販売㈱ 

③ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

決算日の異なる連結子会社４社については、決算日と連結決算日との間に生じた連結会社相互間の取引に係る会

計記録の重要な不一致等について連結上必要な調整を行っております。 

 

④ 会計処理基準に関する事項 

イ．資産の評価基準及び評価方法 

l たな卸資産 

製        品 ： 主として総平均法による低価法 

商        品 ： 主として移動平均法による低価法 

原 材 料 ・ 仕 掛 品 ： 主として総平均法による原価法 

l 有価証券(投資を含む) 

満期保有目的債券 ： 償却原価法 

その他有価証券   

時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算定) 

時価のないもの ： 移動平均法による原価法 

ロ．固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産 ： 定率法 

  但し、平成１０年度の法人税法の改正に伴い平成１０年４月1日以降に取
得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法 

無 形 固 定 資 産 ： 定額法 

 ： 但し、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法 

長 期 前 払 費 用 ： 定額法 

ハ．引当金の計上の方法 

貸  倒  引 当 金 ： 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております｡ 

投 資 評 価 引 当 金 ： 投資先の投融資額を評価するため、投資先の資産状態及び事業内容の実
情を勘案して必要と認められる金額を計上しております。 

賞   与  引 当 金 ： 従業員の賞与の支給に充てるため、次期賞与支給見込額の当期間対応額
を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債
務及び年金資産の見込み額に基づき、当中間連結会計年度末において発
生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異及び過去勤務債務については、適用初年度に
各々、一括して費用処理及び費用から減額処理する方法を採用しており
ます。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による按分額を翌連結会計年度
より費用処理することとしております。 

 

 

役 員 退 職 引 当 金 ： 役員の退職慰労金の支払いに充てるため、内規に基づく中間期末要支給
額を計上しております。 

債務保証損失引当金 ： 関係会社等への債務保証に係る損失に備えるため、被保証者の財政状態
等を勘案し、損失負担見込額を計上しております。 
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ニ．リース取引の処理方法  
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準
じた会計処理によっております。 

ホ．消費税の処理方法 

税抜方式によっております。 
 

⑤ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法を採用しております。 
 

⑥ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、原則として５年間で均等償却しております。 
 

⑦ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結会社の利益金処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

⑧ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手元資金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 
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① セ グ メ ン ト 情 報 

(１) 事業の種類別セグメント情報 

当中間期(平成15年4月1日～15年9月30日) 
（単位：百万円） 

 住設建材 産業資材 メディカル 工事関連  消去又  
 関    連 関    連 関    連 そ の 他 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外部顧客に対する売上高 15,162 15,624 577 363 31,727 － 31,727 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
590 

 
590 

 
(590) 

 
－ 

計 15,162 15,624 577 953 32,317     (590) 31,727 
営 業 費 用 14,124 15,813 469 1,011 31,419 (590) 30,829 
営業利益又は営業損失(△) 1,038 △188 107 △58 898 － 898 

前中間期(平成14年4月1日～14年9月30日) 
（単位：百万円） 

 住設建材 産業資材 メディカル 工事関連  消去又  
 関    連 関    連 関    連 そ の 他 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外部顧客に対する売上高 13,590 15,932 528 502 30,553 － 30,553 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
540 

 
540 

 
(540) 

 
－ 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

13,590 15,932 528 1,043 31,094     (540) 30,553 
営 業 費 用 11,690 15,919 400 1,107 29,118 728 29,847 
営業利益又は営業損失(△) 1,899 12 128 △64 1,975 (1,269) 706 
 
前期(平成14年4月1日～15年3月31日) 

（単位：百万円） 
 住設建材 産業資材 メディカル 工事関連  消去又  
 関    連 関    連 関    連 そ の 他 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外部顧客に対する売上高 28,263 31,233 1,062 1,913 62,471 － 62,471 
(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
1,070 

 
1,070 

 
(1,070) 

 
－ 

計 28,263 31,233 1,062 2,984 63,542 (1,070) 62,471 
営 業 費 用 24,715 30,915 820 2,802 59,254 1,517 60,772 
営業利益又は営業損失(△) 3,547 317 241 181 4,288 (2,588) 1,699 

 (注) １．事業区分の方法 
製品の使用目的を考慮し、住設建材関連、産業資材関連、メディカル関連及び工事関連その他に区分しております｡ 

２．各区分の主要な製品 
住設建材関連 採光建材、外装建材、管工機材、住器製品、エクステリア製品、床材他 
産業資材関連 硬質塩ビプレート、ポリカーボネートプレート、アクリルプレート、カラー鉄線、カラー鋼

管、トリカルネット、トリカルパイプ、クイックサイン表示器他 
メディカル関連 フィクソーブ(骨片接合材)、ゲルロード(導電性粘着材) 
工事関連その他 上水道施設、下水道施設、排水処理装置、当社グループの製品運送及び保管業務等他 
３．従来、親会社本社の一般管理費に係わる費用及び親会社の基礎的研究開発に係わる費用を｢消去又は全社｣の項目に
営業費用として記載しておりましたが、セグメント別営業利益の実態をより適切に表示するため、当中間期より営
業費用の配賦基準を変更し、各セグメントへ配賦することといたしました。 
この変更により、前中間期と同一の基準によった場合と比較して、当中間期の住設建材関連、産業資材関連、メディ
カル関連の営業費用はそれぞれ690百万円、572百万円、46百万円増加し、営業利益は同額減少しております。な
お、工事関連その他及び連結営業利益への影響はありません。 
なお、前中間期のセグメント情報を、当中間期において用いた配賦基準により表示すると次のようになります。 
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前中間期(平成14年4月1日～14年9月30日) 

（単位：百万円） 
 住設建材 産業資材 メディカル 工事関連  消去又  
 関    連 関    連 関    連 そ の 他 計 は全社 連  結 

売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外部顧客に対する売上高 13,590 15,932 528 502 30,553 － 30,553 

 
－ 

 
－ 

 
－ 

 
540 

 
540 

 
(540) 

 
－ 

(2) セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

13,590 15,932 528 1,043 31,094     (540) 30,553 
営 業 費 用 12,340 16,496 443 1,107 30,387     (540) 29,847 
営業利益又は営業損失(△) 1,250 △564 85 △64 706 － 706 

 

 
(２) 所在地別セグメント情報 
最近２連結会計年度における本邦の売上高及び資産の金額は､全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額
の合計額に占める割合がいずれも９０％超であるため、記載を省略しております。 

(３) 海 外 売 上 高 

最近２連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の１０％未満のため、記載を省略しております。 

 

② リ ー ス 取 引 
当社は、証券取引法第27条の30の6の規定に基づき電子開示手続きを行っているため記載を省略しております。 
 

③ 有 価 証 券 

当中間期(平成15年9月30日現在) 

(１) その他有価証券で時価のあるもの                                                  （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

(1)株   式 １，３６２ ２，０６２ ６９９ 
(2)債   券 ５１ ４９ △１ 

合    計 １，４１３ ２，１１１ ６９７ 

（２） 時価評価されていない主な有価証券             （単位：百万円） 

子会社株式及び関連会社株式  
子会社株式 １０ 
関連会社株式 ９３ 
合   計 １０３ 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く）  １８９ 
債   券 ２０ 
  合   計 ２０９ 

 

前年中間期(平成14年9月30日現在) 

 (１) その他有価証券で時価のあるもの                                                    （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

(1)株   式 １，９７２ ２，２７２ ２９９ 
(2)債   券 ４６５ ４０７ △５７ 

合    計 ２，４３７ ２，６８０ ２４２ 
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(２) 時価評価されていない主な有価証券             （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 
子会社株式及び関連会社株式  
  子会社株式 １５５ 
関連会社株式 ６３ 
合   計 ２１８ 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く）  １５９ 
債   券 ２０ 
  合   計 １７９ 

 

前期(平成15年3月31日現在) 

(１) その他有価証券で時価のあるもの                                                   （単位：百万円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差   額 

(1)株   式 １，５７０ １，７２５ １５５ 
(2)債   券 ４２７ ３６４ △    ６２ 

合    計 １，９９８ ２，０９１ ９２ 

 

 (２) 時価評価されていない主な有価証券            （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 
子会社株式及び関連会社株式  
  子会社株式 １０ 
関連会社株式 ７８ 
合   計 ８８ 

その他有価証券  
非上場株式（店頭売買株式を除く）  ２０９ 
債   券 ２０ 
  合   計 ２２９ 
 

 デリバティブ取引 

該当事項はありません。 
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５ ． 生 産 、 受 注 及 び 販 売 の 状 況  
 
(１) 生産実績 

(単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

住 設 建 材 関 連 １２，６８６ １２，１５２ ２４，１０５ 

産 業 資 材 関 連 １１，７７５ １１，８０９ ２３，１２８ 

メディカ ル 関 連 ６３４ ５２８ １，０６２ 

合        計 ２５，０９６ ２４，４９０ ４８，２９６ 

 (注) 金額は、販売価格によっております。 

 
(２) 工事関連その他の受注状況 

 (単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

受    注    高 １６２ ５４８ １，３７８ 

期 末 受 注 残 高 ３１９ ４３１ ２１３ 

(注)当企業集団の製品は、主として計画生産を行っており、受注生産は、｢工事関連その他｣の建設工事 

に限られております。 

 
(３) 販売実績 

(単位：百万円) 

事  業  の  種  類 当中間期 前中間期 前    期 

住  設  建  材 関 連 １５，１６２ １３，５９０ ２８，２６３ 

産  業  資  材 関 連 １５，６２４ １５，９３２ ３１，２３３ 

メディカ ル  関 連 ５７７ ５２８ １，０６２ 

工  事  関  連その他 ３６３ ５０２ １，９１３ 

合        計 ３１，７２７ ３０，５５３ ６２，４７１ 

(注) セグメント間の内部売上高又は振替高は、除外しております。 

 


